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（１）小規模宅地とは

相続において、自宅や自営業用の土地建物以外の相続財産を保有していなくても、自宅敷地の評価額が高いために相続税が発生してしまうことは多々あります。そのため、親の死亡によって自宅兼店舗を売却し納税せざるを得なくなり、相続によって子の生活の手段まで奪われてしまう――といった事態を防ぐために設けられたのが「小規模宅地等の評価減の特例」（以下、本特例）です。
本特例は、「自宅・自営の用に供している土地建物の評価」を低く抑えることを目的に、一定の㎡数を限度に、相続に際しての財産評価額を減額する内容となっています。
では、本特例に掲げられている「小規模宅地等」とはどのような宅地を指すのでしょうか。相続税法上、以下のように定義されています。
■小規模宅地とは
　つまり、自宅が建ててあったり、自分の稼業に使っているなどにより、転用が難しい土地のことを指します。
（２）小規模宅地利用上の留意点
小規模宅地の特例の適用を受けるためには、特例適用により相続税がゼロになる場合でも相続税申告が必要になります。

また、申告期限までに遺産分割が成立していない場合は、原則として適用をうけることはできません。未分割の場合は、いったん特例を適用しないまま納税を済ませ、分割確定後に更正の請求をして、特例による減額分の還付を受けることになります。ただし、申告期限から３年以内に請求しなければ還付は受けられません。

（３）小規模宅地の要件
小規模宅地等に該当するための要件は、以下の４つに大別できます。

　上記をまとめると、以下の表のようになります。
■適用対象宅地と減額割合及び適用限度面積
	①相続開始直前の状況
	②取得者
	③継続要件
	減額

割合
	④限度

面積

	
	
	所有
	居住/
事業
	
	

	居住用宅地等
	
	（要件なし）
	×
	×
	適用なし

	
	(1)特定居住用
宅地等
	配偶者
	×
	×
	80%
	240㎡
※330㎡に改正

	
	
	同居親族
	〇
	〇
	80%
	240㎡

※330㎡に改正

	
	
	別居親族

（一定の者に限る）
	〇
	×
	80%
	240㎡

※330㎡に改正

	事業用宅地等

（賃貸不動産を除く）
	
	（要件なし）
	×
	×
	適用なし

	
	(2)特定事業用宅地等
	親族
	〇
	〇
	80%
	400㎡

	不動産賃貸

（同族会社以外に賃貸）
	
	（要件なし）
	×
	×
	適用なし

	
	(3)貸付事業用宅地等
	親族
	〇
	〇
	50%
	200㎡

	同族会社に賃貸（同族会社が事業）
	
	（要件なし）
	×
	×
	適用なし

	
	(4)特定同族会社事業用宅地等
	役員である親族
	〇
	〇
	80%
	400㎡


　上記の表の、（１）～（４）のいずれかに該当したときのみ、小規模宅地制度の適用対象となります。



　では、前出の表内に記された（１）特定居住用宅地等、（２）特定事業用宅地等、（３）貸付事業用宅地等、（４）特定同族会社事業用宅地等について、適用要件をフローチャートと図で順に確認していきます。
（１）特定居住用宅地等
■簡易フローチャート

















※平成27年の相続から240㎡⇒330㎡に変更予定

①配偶者が取得した場合






被相続人の配偶者が取得した場合は、他に要件は必要なく、「特定居住用宅地等」に該当し、240㎡について80％相続税の課税価格減額ができます。
②同居親族（配偶者除く）が取得した場合






申告期限まで、イ）居住継続要件、ロ）保有継続要件の両方を満たしている場合に「特定居住用宅地等」に該当し、240㎡について80％減額ができます。一つでも継続要件を満たさないと、減額は一切適用できません。
③居住したことがない被相続人の親族が取得した場合



イ）被相続人が死亡したときに、被相続人の配偶者も同居法定相続人もいない、ロ）居住用宅地等を取得した親族が、その者またはその者の配偶者が所有する家屋に、相続開始前３年以内に居住したことがない――の両方を満たしており、保有継続要件を満たせば、「特定居住用宅地等」に該当し、240㎡分まで80％減額可能となります。
（２）特定事業用宅地等
■簡易フローチャート


















①被相続人の事業の用に供していた宅地








　

子が親の事業（クリーニング店）の店舗敷地を相続し、申告期限まで所有しクリーニング店を引き続き営んでいる場合などに該当します。
②被相続人と生計を一にする親族が事業の用に供していた宅地








　

子が親の土地で事業（クリーニング店）を営んでおり、申告期限まで所有しクリーニング店を引き続き営んでいる場合などに該当します。

（３）貸付事業用宅地等
■簡易フローチャート


















（４）特定同族会社事業用宅地等
■簡易フローチャート















●特定同族会社事業用宅地等の例








今回の改正の適用時期は、全て平成27年1月1日以降に開始される相続からです。


（１）現行規定
　現行の規定においては、特定居住用宅地等の限度面積は240㎡となっています。
（２）改正案
　上記について、限度面積が330㎡に変更されます。
　

（１）現行規定
　「特定事業用等宅地等（400㎡）」、「特定居住用宅地等（240㎡）」」、「貸付事業用宅地等（200㎡）」」をそれぞれ所有する場合、全部合わせて840㎡に特例を適用することができるわけではありません。特例を適用できる最大面積は以下の計算の通りになります。

（２）改正案
　上記について、限度面積要件が下記のように変更されます。
　

　　

（１）現行規定
　「完全分離型二世帯住宅」とは、内階段または門扉がない状態の二世帯住宅をいいます。
　取得者の要件のうち、「同居親族」について文字どおり被相続人と同じ家屋で起居をともにしていた場合をいうのであって、完全に仕切られた１階と２階又は左と右の部屋に被相続人と親族が別々に居住していた場合は同居とはいわないとされていました。
（２）改正案
　一棟の二世帯住宅で、構造上区分のあるものについて、被相続人およびその親族が各独立部分に居住していた場合には、その親族が相続または遺贈により取得したその敷地の用に供されていた宅地等のうち、被相続人およびその親族が居住していた部分に対応する部分を特例の対象とすることになりました。これにより、完全二世帯住宅でも小規模宅地特例の対象となります。

（１）現行規定
　被相続人が老人ホームに入所することで、居宅を空けてしまうことは高齢化社会において決して珍しいことではありません。現行の規定では、相続開始の直前にそれまで居住していた建物を離れていた場合、次に掲げる状況が客観的に認められなければ小規模宅地等の特例に該当しません。

　
しかし、介護を前提として老人ホームに入居をする場合には家族としては「終身利用権」がないと安心して預けられず、取得することが一般的であるため、規定が実情と離れている側面がありました。
（２）改正案
　そのため老人ホームの「終身利用権」を取得したとしても、老人ホームに入所したことにより被相続人の居住の用に供されなくなった家屋の敷地の用に供されていた宅地等は、次の要件が満たされる場合に限り相続の開始の直前において被相続人の居住の用に供されていたものとして特例を適用するよう改正されました。


では、小規模宅地制度を活用することで実際にどれぐらいの節税になるのか、事例を用いて見ていきましょう。


（１）家族構成




Aさんには、同居の子Ｃさん、別居の子Dさんの家族がいます。
なお、配偶者のＢさんは５年前に亡くなっています。
　　
（２）保有不動産

Aさんたちが住んでいる600㎡の土地であり、Aさんはこれとは別に事業用土地を200㎡保有しています。

（１）現法制下
現法制下では、自宅用・事業用両土地に小規模宅地の特例を適用することはできません。両方保有している場合、上限が設けられています。

なお、Ｄさんに自宅を譲りたい場合は、現状同居要件を満たしているためになんら問題ありません。しかし、別居であるＣさんに自宅を譲りたい場合は、同居親族がいないことが要件になりますので、Ｄさんが自宅を出る又はＣさんが同居する必要があります。

（２）平成27年１月１日以降の相続
　税制改正により、自宅及び事業用両方に適用できるようになります。また適用㎡数が大きくなります。




（１）自宅の一部を事業用に転用

　平成27年１月１日以降の相続では、居住用宅地と事業用宅地を併用できるようになります。また、居住用宅地は複数居住地があっても内一つを選ばなければならないのに対し、従前より事業用宅地は複数適用可能です。

これにより、遊休地となっている自宅敷地の一部に事業用建物を建設することで、本事例では事業用宅地にかかる特例を面積上限の目いっぱいまで利用することができるようになります。
（２）自宅を住替え
　本特例を相続税の計算で最大限に活かすためには、できる限り１㎡あたりの評価が高い土地に住むことが有効です。なぜなら、240㎡（平成27年１月１日以降は330㎡）までと、土地のサイズに上限があるためです。
そのため、節税だけを考えれば、現在の所有地を売却し、１㎡あたりの路線価の高い場所に引越しを行うことを考えるのも選択肢の一つとなるでしょう。

例えば今の土地を9,000万円で売却できたと仮定した場合、１㎡あたりの相続税評価額が37.5万円の土地240㎡に住替えれば、その全面積が小規模宅地等の対象内に納まることになります。
■参考文献
・月刊税理（ぎょうせい）
2013年4月号「平成25年度税制改正の実務ポイント小規模宅地等特例」（高橋安志）
2013年5月号「小規模宅地等特例の適用を考慮した生前贈与」（塩野入文雄・鈴木雅博）　
・「相続税対策　実践ハンドブック」山本和義／著　清文社（2012年）
・「図解　相続税法『超』入門」佐伯草一／編著　税務経理協会（2012年）

・「相続はこうしてやりなさい」税理士法人チェスター／著　ダイヤモンド社（2010年）

・「よくわかる相続・贈与の事典」池田俊文／著　成美堂出版（2005年）
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小規模宅地とは
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相続又は遺贈により取得した財産のうち、その相続の開始の直前において被相続人等の事業の用に供されていた宅地等（※）又は被相続人等の居住の用に供されていた宅地等のうち、一定の選択をしたもので限度面積までの部分


※「宅地等」とは…土地又は土地の上に存する権利で、建物又は構築物の敷地の用に供されているもののこと





①相続までの土地の用途の要件


土地の利用され方によって、減額割合が決定します。土地の利用のされ方は、「居住用」「事業用」「貸付用」の３種類です。


②取得者の要件


被相続人が相続人の配偶者である、同居している子どもであるなどにより減額される割合が変わってきます。


③継続の要件


被相続人が亡くなった後、相続してから相続税申告期限まで継続して居住していたり、事業の用に供していることが要件になります。


④面積の要件


限度面積とは土地の利用区分ごとに決められています。現行は、利用区分によって200㎡、240㎡、400㎡の３つのパターンがあります。なお、平成25年度の税制改正では、この限度面積の一部が変更されます。
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各要件の判定





いいえ





特例適用なし





被相続人の自宅敷地の所有者は被相続人か





はい





①特定居住用宅地等に該当（240㎡※まで80％割引）





被相続人に配偶者または同居親族（相続人）はいるか





当該宅地等を取得したのは配偶者か





はい





当該宅地等を取得したのは同居親族か








はい





はい





いいえ





はい





いいえ





当該宅地等の取得者は、相続開始前3年以内にその自己または配偶者の持家（被相続人が居住していた家屋を除く）に居住したことがない親族か





はい





いいえ





特例適用なし





特例適用なし





いいえ





その宅地等を取得した同居親族が相続発生時から申告期限まで引き続き所有し、かつ居住しているか





いいえ





特例適用なし





その宅地等を取得した親族は相続発生時から申告期限まで引き続き所有しているか





特例適用なし





いいえ





はい





②特定居住用宅地等に該当（240㎡※まで80％割引）





被相続人


所有





240㎡以上＝


減額なし














配偶者








被相続人











配偶者が


取得





240㎡まで＝80%減額





被相続人


所有





同居の


子ども











被相続人











同居の子どもが


取得





240㎡まで＝80%減額





被相続人


所有





非同居の子どもが


取得





被相続人











非同居の


子ども











いいえ





特例適用なし





被相続人または被相続人と生計を一にしていた親族の事業用宅地等か





はい





いいえ





特例適用なし





その宅地の上に、家屋・構築物があるか





はい





特例適用なし





いいえ





はい





貸付事業用宅地等の判定へ





その事業は不動産貸付業、駐車場行、自転車駐車場業か





いいえ





その宅地等の取得者は被相続人の親族か





はい





その宅地等は被相続人と生計を一にする親族の事業に供されていた宅地等か





いいえ





はい





特例適用なし





いいえ





その宅地等は被相続人の事業に供されていた宅地等か





はい





特例適用なし





いいえ





いいえ





特例適用なし





その宅地等を取得した親族は、次の要件をすべて満たしているか


・申告期限までに被相続人の事業を引き継いでいる


・申告期限までその宅地等を所有している


・申告期限まで事業を営んでいる





はい





特定事業用宅地等に該当（400㎡まで80％割引）





その宅地等を取得した生計一親族は、次の要件をすべて満たしているか


・申告期限までその宅地等を有している


・相続開始前から申込期限まで自己の事業の用に供している





はい











被相続人





240㎡まで＝80%減額








クリーニング店


（店主：被相続人）





被相続人が所有


事業を営む





子どもが


取得





400㎡まで＝80%減額








クリーニング店


（店主：子供）





被相続人が所有


子どもが事業を営む





子どもが


取得





400㎡まで＝80%減額








いいえ





特例適用なし





被相続人または被相続人と生計を一にしていた親族の事業用宅地等か





はい





いいえ





特例適用なし





その宅地の上に、家屋・構築物があるか





はい





特例適用なし





いいえ





いいえ





特定事業用宅地等の判定へ





その事業は不動産貸付業、駐車場行、自転車駐車場業（以下貸付事業）か





はい





その宅地等の取得者は被相続人の親族か





はい





その宅地等は被相続人と生計を一にする親族の貸付事業に供されていた宅地等か





いいえ





いいえ





特例適用なし





その宅地等は被相続人の貸付事業に供されていた宅地等か





その宅地等を取得した生計一親族は、次の要件をすべて満たしているか


・申告期限までその宅地等を有している


・相続開始前から申込期限まで自己の事業の用に供している





はい





はい





はい





いいえ





いいえ





特例適用なし





特例適用なし





その宅地等を取得した親族は、次の要件をすべて満たしているか


・申告期限までに被相続人の貸付事業を引き継いでいる


・申告期限までその宅地等を所有している


・申告期限まで貸付事業を営んでいる





はい





特定事業用宅地等に該当（200㎡まで50％割引）





被相続人及びその親族その他被相続人の特別関係者の持株割合が50％超である同族会社の事業用宅地等か





いいえ





特例適用なし





はい





同族会社に対して相当の対価を得て貸し付けているか





いいえ





特例適用なし





はい





はい





貸付事業用宅地等の判定へ





同族会社の事業は不動産貸付業、駐車場業、自転車駐車場業か





いいえ





特例適用なし





その宅地等の取得者は、申告期限においてその同族会社の役員である親族か





いいえ





はい





次の要件を全て満たすか


・その宅地等を取得した親族が申告期限までその宅地等を有している


・申告期限までその同族会社が事業を営んでいる





特例適用なし





いいえ





はい





特定同族会社宅地等に該当（400㎡まで80％割引）





被相続人が所有


同族会社の100％株主





同族会社所有


（本社ビル）





地代





子どもが


取得





400㎡まで＝80%減額








平成25年度税制改正の変更事項
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限度面積拡大
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特定事業用等宅地等と特定居住用宅地等併用可に
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●（特定事業用等宅地等＋特定同族会社事業用宅地等）＋特定居住用宅地等×５／３＋貸付事業用宅地等×２≦400㎡





①特定事業用等宅地等の場合（A）→400㎡


②特定居住用宅地等である場合（B）→330㎡


AとBがある場合は、730㎡まで適用可能とする⇒完全併用適用に





完全分離型二世帯住宅への適用拡大
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老人ホーム入居への適用拡大
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●被相続人の身体又は精神上の理由により介護を受ける必要があるため老人ホームへ入所することとなったものと認められること


●被相続人がいつでも生活できるようその建物の維持管理が行われていたこと


●入所後新たにその建物を他の者の居住の用その他の用に供していた事実がないこと


●その老人ホームは、被相続人が入所するために被相続人またはその親族によって所有権が取得され、あるいは終身利用権が取得されたものでないこと





●被相続人に介護が必要なため入所したものであること


●当該家屋が貸付け等の用途に供されていないこと





小規模宅地制度の活用例
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前提条件
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死亡





同居
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①自宅


　面積：600㎡


　相続税評価額：１㎡あたり15万円


　※自宅敷地の一部は空き地


　


②事業用土地


　面積：200㎡


　相続税評価額：１㎡あたり10万円





小規模宅地特例の適用
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①対象宅地


イ）特定事業用宅地を優先的に選択


ロ）限度面積…240㎡


②減税額


240㎡×15万円×80％＝2,880万円





①対象宅地


　自宅用宅地：330㎡


事業用宅地：200㎡


②減税額


　自宅用宅地：330㎡×15万円×80％＝3,960万円


事業用宅地：200㎡×10万円×80％＝1,600万円


3,960万円＋1,600万円＝5,560万円





3








小規模宅地特例を活用した節税策案





〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml
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